
591 1,226 721 

その他

718 

21,484 101,906 
115,947 

解消に向けて取組中

121,479 

163,728 

509,364 

400,495 

解消しているもの

493,154 

小学校

500,562 

中学校

97,937 

高等学校

14,157 

全校種・計

615,351 

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 H25 R1 R2 R3

いじめの状況について

※ 上段は認知件数、下段は1,000人当たりの認知件数

（件）
▍ いじめの認知件数の推移 ▍ いじめの解消状況の推移（各年度末時点）

● 小・中・高等学校及び特別支援学校におけるいじめの

認知件数は615,351件（前年度517,163件）であり、

前年度に比べ98,188件（19.0％）増加している。

● 児童生徒1,000人当たりの認知件数は47.7件

（前年度39.7件）である。

● 年度末時点でのいじめの状況について、

解消しているものは493,154件（８０．１％）であった。

（19.7％）

（80.1％）

（0.1％）

年度 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

小学校
118,748 122,734 151,692 237,256 317,121 425,844 484,545 420,897 500,562

17.8 18.6 23.2 36.5 49.1 66.0 75.8 66.5 79.9

中学校
55,248 52,971 59,502 71,309 80,424 97,704 106,524 80,877 97,937

15.6 15.0 17.1 20.8 24.0 29.8 32.8 24.9 30.0

高等学校
11,039 11,404 12,664 12,874 14,789 17,709 18,352 13,126 14,157

3.1 3.2 3.6 3.7 4.3 5.2 5.4 4.0 4.4

特別支援
学校

768 963 1,274 1,704 2,044 2,676 3,075 2,263 2,695

5.9 7.3 9.4 12.4 14.5 19.0 21.7 15.9 18.4

計
185,803 188,072 225,132 323,143 414,378 543,933 612,496 517,163 615,351

13.4 13.7 16.5 23.8 30.9 40.9 46.5 39.7 47.7

出典：令和３年度 児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査
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H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

発生件数 179 449 314 396 474 602 723 514 705

1号重大事態 75 92 130 161 191 270 301 239 349

2号重大事態 122 385 219 281 332 420 517 347 429

発生件数

705

1号重大事態

349

2号重大事態

429

0

100

200

300

400

500

600

700

800

小学校 中学校 高等学校
特別支援

学校
合計

重大事態
発生校数（校）

285 255 102 3 645

重大事態
発生件数（件）

314 276 112 3 705

うち、第1号 158 122 68 1 349

うち、第2号 191 175 61 2 429

● 重大事態の発生件数は、705件（前年度514件）。
うち、法第28条第1項第1号に規定するものは349件（前年度239件）、同項第2号に規定するものは429件
（前年度347件）である。

● 文部科学省では、いじめ防止対策推進法第28条第1項のいじめの重大事態への対応について、学校の設置者
及び学校における法、基本方針等に則った適切な調査の実施に資するため、「いじめの重大事態の調査に関する
ガイドライン」を平成29年3月に策定している。

いじめの重大事態について

▍ いじめ防止対策推進法第28条第1項に規定する「重大事態」の発生件数

※ いじめ防止対策推進法第28条第1項において、学校の設置者又は学校は、
重大事態に対処するために調査を行うものとすると規定されており、
当該調査を行った件数を把握したもの。

※ 1件の重大事態が第1号及び第2号の両方に該当する場合は、

それぞれの項目に計上されている。

※ 同法第28条第1項に規定する「重大事態」とは、

第1号「いじめにより当該学校に在籍する児童等の生命、心身又は財産に
重大な被害が生じた疑いがあると認めるとき」

第2号「いじめにより当該学校に在籍する児童等が相当の期間学校を欠席
することを余儀なくされている疑いがあると認めるとき」

である。

出典：令和３年度 児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査
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（所掌事務）
第四条 こども家庭庁は、前条第一項の任務を達成するため、次に掲げる事務をつかさどる。
十七 いじめ防止対策推進法（平成二十五年法律第七十一号）の規定によるいじめの防止等に関する

相談の体制その他の地域における体制の整備に関すること。

いじめ及び不登校対策に関し、文部科学省は、いじめ防止対策推進法（平成25 年法律第71 号）及び
同法に基づき定める基本方針や義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する
法律（平成28 年法律第105 号）及び同法に基づき定める基本指針等に基づき、教育委員会を含む学校
設置者、地方自治体が行う取組に対して、必要な指導・助言や調査等を行う。

こども家庭庁は、文部科学省が指針等を変更する際に事前協議を受けることとするほか、地方自治体に
おける相談体制の充実や居場所づくりの推進、地方自治体や民間団体等における学習支援の充実、要保護
児童対策地域協議会や子ども・若者支援地域協議会の枠組みの活用による地域の居場所等と連携したアウ
トリーチ型支援など、関係機関等が連携した支援の充実を進める。また、法務省の人権擁護機関の活動と
の連携を推進する。

いじめに関し、こども家庭庁は、学校外でのいじめを含めたこどものいじめの防止を担い、関係機関や
関係者からの情報収集を通じた事案の把握、いじめの防止に向けた地方自治体における具体的な取組や
体制づくり等を推進する。また、重大ないじめ事案への対応について、必要な情報を文部科学省と共有
するとともに、地方自治体での共有を促進し、学校の設置者等が行う調査における第三者性の確保や運用
等についての改善などの必要な対策を文部科学省とともに講ずる。

さらに、文部科学省が個別の事案に関して行う指導・助言や調査等に関し、所掌事務の遂行のため特に
必要がある場合には、こども政策を担当する内閣府特命担当大臣は、３（３）に従い、文部科学大臣に
対し、必要な資料の提出及び説明を求め、勧告を行い、さらに当該勧告に基づいて講じた措置について
報告を求めるなどの関与を行う。

こども政策の新たな推進体制に関する基本方針（令和３年12月21日閣議決定）（抜粋）

こども家庭庁設置法（令和４年法律第75号）（抜粋）

いじめ防止対策に関するこども家庭庁の所掌事務、基本方針の記載
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【(１)学校外からのアプローチによるいじめ解消の仕組みづくりに向けた手法の開発・実証(197百万円)】
学校外からのアプローチによるいじめ防止対策の推進に向け、①～②の取組を一体的に実施。
①実証地域（自治体の首長部局）での開発・実証
自治体の首長部局において、専門家の活用等により、学校における対応のほかに、
いじめの相談から解決まで取り組む手法等の開発・実証を②と連携して行う。

（開発・実証のイメージ）
・相談対応のみならず、首長部局がいじめ解消まで関与する取組であること
・関係部局・関係機関との連携体制を構築していること
・②と連携し、取組効果が検証可能な形で進めること
・ICTの活用など、円滑な相談がしやすい体制を構築していること
※一部民間事業者を活用することも可

②実証地域への専門的助言や効果検証及び研修コンテンツの作成
各実証地域における①の取組への専門的助言や効果検証の伴走支援、汎用モデル化
及び首長部局の担当者向けの研修コンテンツを作成

【(２)いじめ調査アドバイザーの任命・活用(3.5百万円)】
・重大事態調査を立ち上げる自治体に対し、第三者性確保等に関して、学識経験者等
の専門家が助言
・再調査事例の分析等を通じた重大事態調査の運用改善等

【その他】いじめ防止に係る広報・啓発 など

（１）①実証地域（首長部局）での開発・実証 【委託先】 都道府県、市区町村 （箇所数：8自治体程度）

○ いじめを政府全体の問題として捉え直し、こども家庭庁、文部科学省など関係府省の連携の下、こども家庭庁が学校外からのアプローチによる
いじめ防止対策に取り組むことで、学校におけるアプローチ等と相まって、いじめの長期化・重大化防止、重大事態の対処の適切化を推進。

②実証地域への専門的助言や効果検証及び研修コンテンツの作成
（２）いじめ調査アドバイザーの任命・活用

【委託先】 民間団体等 （1団体）
【実施主体等】 国が非常勤職員として任命

文部科学省

いじめ防止対策推進法に基づく適切な
対応と相まって、重大事態に至った事案
の適切な対処を推進

学校におけるアプローチの強化と
相まって、いじめの長期化・重大
化防止の首長部局における取組
をモデル化

地域におけるいじめ防止対策の体制構築の推進

令和５年度当初予算（案）：213百万円
１．施策の目的

２．施策の内容

３．実施主体・委託先等

こ ど も 家庭庁

連携

社会総がかりのいじめ防止対策を推進
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いじめを政府全体の問題として捉え直し、 令和4年11月に設置された「いじめ防止対策に関する
関係府省連絡会議」の下、関係府省間の連携を強化。文部科学省は教育委員会-学校を通じた
対策の充実を図り、こども家庭庁は新たに学校外からの対策を講じ、社会全体でのいじめ防止
対策を一体的に推進。

いじめ防止対策関係予算（こども家庭庁・文部科学省） 令和５年度当初予算（案） ： ８８億円の内数
（前年度予算額 ： ８０億円の内数）

○文部科学省 ： いじめ防止対策推進法等に基づき、教育委員会を含む学校設置者、地方自治体が行う取組に対して必要な指導・助言
や調査等を行う。

○こども家庭庁： ・いじめの防止に向けた地方自治体における具体的な取組や体制づくり等を推進
・重大ないじめ事案に係る調査における第三者性の確保（文部科学省と連携）

こども政策の新たな推進体制に関する基本方針（令和３年12月21日閣議決定）の考え方

こども家庭庁 文部科学省

早期発見・早期対応
8,461百万年の内数

（7,902百万円の内数）

・ スクールカウンセラーの配置充実
・スクールソーシャルワーカーの配置充実
・SNS等を活用した相談体制の整備促進

学校外からのアプローチの開発・実証
197百万円（新規）

首長部局が取り組むいじめ解消
→実証地域と連携し、汎用的なモデル事例を開発・
実証
①学校外からのいじめ解消アプローチ開発・実証
②実証地域への専門的助言や研修コンテンツ作成

学校におけるアプローチの調査研究
50百万円の内数（44百万円の内数）

・ICT等を活用したいじめ等対策に係る調査研究

いじめの重大事態に係る教育委員会の対応
・ いじめ重大事態調査に係る指導助言（非予算）

主
に
首
長
部
局

を
通
じ
た
対
応

主
に
教
委-
学
校

を
通
じ
た
対
応

いじめ調査アドバイザーの任命・活用
3.5百万円（新規）

重大事態調査を立ち上げる自治体へ、第三者性
確保等に関し、学識経験者等の専門家が助言等

こども家庭庁と文部科学省が連携し、いじめ防止の広報・啓発等に関する活動を実施

「こどもまんなか」の発想で社会総がかりのいじめ防止対策を推進

学
校
外
か
ら
の
対
策

学
校
に
お
け
る
対
策

事業連携

情報共有

広報・啓発

いじめ防止対策
基本方針協議
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いじめ防止対策に関する関係府省連絡会議の開催について
令和４年11月24日
関係府省申合せ

１いじめは決して許されないことであるが、どのこどもにも、どの学校でも起こる問題として、いじめ防止
対策推進法（平成25年法律第71号）の公布以降、学校での積極的な認知等による早期発見・
早期対応が進められてきた。その一方で、令和４年10月27日に公表された「令和３年度児童
生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査結果」においても、いじめの重大
事態の件数が700件を超えるなど、こどもまんなか社会の実現に向けて憂慮すべき状況にある。
いじめ防止対策においては、こどもが抱える様々な背景を把握するため、こどもの声にもしっかりと
耳を傾けながら、学校や教育委員会が、警察や児童相談所、法務局等の様々な関係機関と情報
共有を図り、連携して必要な支援を行うことが重要である。こうした状況を踏まえ、関係府省の知見
を結集し、対応すべき検討課題を整理し、結論を得たものから随時速やかに対応していく政府の
体制を構築するため、新たに、いじめ防止対策に関する関係府省連絡会議（以下「連絡会議」と
いう。）を開催する。
２連絡会議の構成は、次のとおりとする。
議 長内閣官房こども家庭庁設立準備室長、文部科学省初等中等教育局長
構成員内閣府政策統括官（政策調整担当）、警察庁生活安全局長、

総務省総合通信基盤局長、法務省人権擁護局長、
厚生労働省子ども家庭局長、経済産業省商務・サービス審議官

３議長は、必要に応じ、構成員以外の関係行政機関の職員その他関係者の出席を求めることが
できる。
４連絡会議の開催期間は、令和４年11月24日から令和５年３月31日までとする。
５連絡会議の庶務は、文部科学省の協力を得て、内閣官房において処理する。
６前各項に定めるもののほか、連絡会議の運営に関する事項その他必要な事項は議長が定める。
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いじめ防止対策の強化について R4.11.24いじめ防止対策に関する関係府省連絡会議
〇いじめ防止対策の強化に向け、以下の１４の検討項目について検討を行う。
このうち、早期に対応すべき項目から優先的に議論を行い、検討結果の周知等は、教育委員会・首長部局等の
関係機関へ速やかに周知。
〇今後対応すべき項目のうち、検討にあたり、いじめ防止対策推進法に基づいた取組状況などを的確に踏まえ、学校
関係者や関係団体等の有識者の専門的な知見に基づいた検討が必要な事項については、いじめ防止対策協議会
等の有識者の知見を得ながら検討を行い、順次実施。(特に、※を付した項目は今年度いじめ防止対策協議会に意見を求める）
＜早期に対応すべき検討項目＞
（年末年始をメドに対応：再徹底関連）
１.犯罪行為が疑われる場合の警察連携の徹底など、関係機関との連携の強化※
２.被害児童生徒・保護者へのケアと加害児童生徒への指導・支援方策※
３.保護者と学校がともにいじめ防止対策を共有するための普及啓発方策※
４.いじめの重大事態における総合教育会議の活用等・文科省による厳格な指導※
（年明けをメドに検討に着手し、年度内メドに結論を得たものから順次実施：重大事態関連）
５.重大事態の認知から調査開始までの迅速な処理に向けた検討※
６.専門家による重大事態調査等に関する助言方法※
７.重大事態に関する国への報告（任意）による状況把握の仕組み※
８.重大事態調査における課題抽出に向けた報告書の分析方法の検討※
＜今後対応すべき検討項目＞
（結論を得たものから順次実施：全体見直し関連）
９.ネットいじめについての対応強化に向けた方策検討
10.リスクマネジメント力のある教育長の確保方策
11.いじめ対応における「第三者性確保」の方策
12.学校外からのいじめ防止対策アプローチの確立方策
13.被害児童生徒へのケアの方策（ICTも活用した積極認知の強化等）
14.学校教育におけるいじめ（や犯罪）についての学習の充実
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